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摘 要 
本研究は、日本国内の地域を対象に、観光地のブランド価値評価モデルの適用可能性について検討する
ことを目的とした。具体的には、海外の観光地を対象に実施された先行研究を基に、観光地のブランド価
値は、認知、イメージ、品質、ロイヤルティの 4次元から構成されるとする仮説モデルを設定し、熊本県
熊本市への旅行者を対象とした調査データを対象に確認的因子分析を実施した。その結果、仮説モデル
とデータの適合は良好であり、観光地のブランド価値評価モデルは、熊本市に対しても適用可能である
ことが示された。 
 
Ⅰ 背景と目的 
 
観光は、我が国の地域経済を活性化させるため
の主要な手段であると考えられる。観光による消
費活動は、宿泊業や旅行業といった狭義の観光関
連産業に加え、農業や漁業、商工業など、幅広い産
業へ経済波及効果をもたらすためである（観光庁，
2019）。 
このような背景の下、国内の多くの地域では、
観光を通じた地域経済活性化を果たすための様々
な取り組みが行われている。たとえば、観光地域
づくりの舵取り役を担う法人である「日本版 DMO」
は、登録法人数と候補法人数を合わせると、2020
年 2月現在で 267団体に上る（観光庁，2020）。こ
のことは一方で、我が国の観光旅行市場において、
観光客を獲得するための競争が激化していること
を示している。 
マーケティング研究の領域では、競争に打ち勝
つための方策の一つとして、製品・サービスのブ
ランド価値を向上させることが提示されている
（Aaker, 1991）。ブランドとは、製品やサービスの
製造者や販売者を特定するためのネーム、シンボ
ル、デザインなどを組み合わせたものである（コ
トラー・アームストロング・恩蔵，2014）。ブラン
ド価値を向上させるためには、まず現状のブラン
ド価値がどの程度の水準であるかについて把握す
ることが必要になってくる。この課題に対応した
研究テーマとして、観光研究の領域では、2000年
代後半以降、観光地のブランド価値の評価モデル
に関する研究が行われている（Boo et al., 2009; 
Konecnik & Gartner, 2007; Hyun & Kim, 2019; 李，
2016など）。 
しかしながら、筆者が調べる限り、これまでの
研究は海外の観光地を対象としたものがほとんど
であり、日本国内の地域を対象とした研究は、兵
庫県赤穂市のスポーツイベント参加者を対象とし
た山口・伊藤（2020）以外に見当たらない。先に述
べた通り、我が国の観光旅行市場において競争が
激化する中、各地域が自らの地域の観光地として
のブランド価値を向上させることは、有効な観光
地域づくりの方策になると考えられる。実際に取
り組みを進める際には、自らの地域のブランド価
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値を評価するための枠組みが必要であり、これま
で主に海外観光地を対象として構築されてきた評
価モデルが日本においても適用できるか否かをさ
らに調べることは、学術的にも実務的にも意義深
いといえるだろう。 
以上を踏まえ、本研究では、日本国内の地域を
対象に、観光地のブランド価値評価モデルの適用
可能性について検討することを目的とする。 
 
Ⅱ．仮説モデルの設定 
 
観光地のブランド価値の評価は、消費者の主観
評価によって把握することが主流となっている
（Hyun & Kim, 2019）。他方、評価モデルの内容に
ついては、多くの種類が提唱されているが、一致
した見解は得られていないのが現状である。こう
した中、本研究は、観光地のブランド価値評価に
関する初めての実証研究である Konecnik and 
Gartner（2007）のモデルをベースに検討を進める。
後続する他の研究（Boo et al., 2009 など）も、多か
れ少なかれ Konecnik and Gartner（2007）のモデル
の要素が取り入れられており、標準に近いモデル
として捉えられるためである。 
Konecnik and Gartner（2007）は、観光地のブラン
ド価値を認知（Awareness）、イメージ（Image）、品
質（Quality）、ロイヤルティ（Loyalty）の 4次元か
ら構成されるものとしている。本研究もこの分類
に従い、図 1 のような仮説モデルを設定する。本
研究のモデルは、観光地のブランド価値という高
次因子を仮定することで、ブランド価値が認知、
イメージ、品質、ロイヤルティから構成されるこ
とを表している。 
ここからは、モデルを構成する各次元について
説明する。認知は、ブランドの特徴が消費者の心
に残っていることを反映する概念として捉えられ
る（Aaker, 1996）。消費者は観光地を選択する際、
候補となる観光地をいくつか挙げることが多いと
されている（Sirakaya & Woodside, 2005）が、候補
 
図 1 仮説モデル 
 
に入るためには消費者の記憶の中に観光地の名称
や基本的な特徴が残っていることが必要となる。
その意味で、認知は観光地選択の場面で重要な役
割を果たすといえる。 
イメージは、消費者とブランドを連結する感情
や知覚のことを指す（Keller, 2003）。この定義にあ
るように、イメージは非常に広い意味を持つ概念
であり、これまでの研究（Boo et al., 2009; Konecnik 
& Gartner, 2007 など）でも、観光地の様々な側面に
対する消費者の主観評価として測定されている。
この際、観光資源や、観光地内で提供されるサー
ビスに対する評価を測定しようとすると、品質の
評価と区別がつかなくなる恐れがある。品質は、
主として観光地内で提供される経験の評価として
測定されるためである（Konecnik & Gartner, 2007）。
この問題を解決するために、本研究ではイメージ
の評価を行うにあたり、観光資源やサービスとい
った具体的な側面ではなく、より抽象的な側面の
評価として、Boo et al （2009）で用いられた、消
費者の自己イメージや社会的イメージとの一致度
に関する評価を取り上げる。先行研究では、消費
者による自己イメージや社会的イメージが、ある
地域のイメージと一致する場合、当該地域への訪
問可能性が高くなることが指摘されている（Sirgy 
ブランド価値
認知
イメージ
品質
ロイヤルティ
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& Su, 2000）。この知見を踏まえると、地域への訪
問を促進させる観点からは、自己イメージや社会
的イメージの側面を評価することには妥当性があ
ると考えらえる。 
品質は、ブランドの様々な側面に関して、消費
者が知覚する品質のことを指す（Boo et al., 2009; 
Keller, 2003）。先に述べた通り、観光研究の領域に
おいて、品質は主に観光地内で提供される経験の
評価として測定される。具体的な評価項目として
は、観光資源や、宿泊、飲食などのサービスに対す
る評価が該当する。 
ロイヤルティは、特定の製品・サービスを将来
的に一貫して再購買することに対する意向のこと
を指す（Oliver, 2010）。観光研究の領域においては、
特定の地域を再訪問することに対する意向として
捉えられている（Boo et al., 2009; Konecnik & 
Gartner, 2007）。 
 
Ⅲ．調査方法 
 
1. 調査概要 
本研究は、熊本県熊本市を、仮説モデルを検証
する地域として設定した。同市は、熊本県のやや
北部に位置しており、熊本城や水前寺成趣園など
の歴史的資源が知られている。また、市内中心部
のアーケードを中心とした繁華街や、名物料理で
ある馬刺しも観光の魅力となっている。 
熊本市は、調査当時（2012 年）に公益財団法人
日本交通公社が主催する「観光地マネジメント研
究会」の会員地域であったことから、調査対象と
した。なお、熊本市は大都市と見なすことも可能
であるが、観光立国推進基本計画（観光庁，2017）
では、三大都市圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈
川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県）以外は地
方部と定義していることを踏まえ、本研究では地
方部の地域として捉えることとした。 
調査データは、インターネット調査サービスを
利用し、2012年 11月に収集した。調査対象者は、
日本国内に居住する 16歳～79歳（1,244名）のう
ち、目的を限定せず、熊本市への訪問経験を有す
る人とした。最終的な回答者数は、464名であった。 
 
2. 測定項目 
本研究では、ブランド価値評価モデルを構成す
る次元はすべて構成概念として扱った。各構成概
念は直接的には測定不能な潜在変数であり、測定
誤差を伴う複数の項目（観測変数）を用いて測定
できると仮定した。 
認知については、先行研究（Boo et al., 2009）を
参考に質問項目を作成し、計 3 項目に対する 7 段
階評価（7点：大変そう思う～1点：全く思わない）
によって測定した。イメージについては、先行研
究（Boo et al., 2009）を参考に質問項目を作成し、
計 3 項目に対する 7 段階評価（7 点：大変そう思
う～1点：全く思わない）によって測定した。品質
については、先行研究（Konecnik & Gartner, 2007）
を参考に質問項目を作成し、計 3 項目に対する 7
段階評価（7点：大変そう思う～1点：全く思わな
い）によって測定した。ロイヤルティについては、
先行研究（Boo et al., 2009; Konecnik & Gartner, 2007）
を参考に質問項目を作成し、計 3 項目に対する 7
段階評価（7点：大変そう思う～1点：全く思わな
い）によって測定した。なお、それぞれの質問項目
の詳細については、表 2を参照されたい。 
 
Ⅳ．結果と考察 
 
1. 回答者の属性 
回答者は、男性が 251 名（54.1％）、女性が 213
名（45.9％）であり、男性がやや多い結果となった。
年代は、20代以下が 35名（7.5％）、30代が 62名
（13.4％）、40 代が 78 名（16.8％）、50 代が 91 名
（19.6％）、60 代以上が 198 名（42.7％）であり、
60 代以上が多い結果となった。熊本市への来訪回
数については、1回が 265名（57.1％）、2回以上が
199 名（42.9％）であった。 
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表 1 各構成概念の信頼性係数 
 
 
2. 仮説モデルの検証 
 まず初めに、仮説モデルの各構成概念の信頼性
を検証した。すべての構成概念の信頼性係数
（Cronbach’s alpha）は 0.7 を超えており、信頼
性があるものと判断した（表 1）。なお、各構成概
念を測定するために用いた観測変数の平均値と標
準偏差を、表 2に示す。 
次に、仮説モデルを検証するために、確認的因
子分析を実施した。分析には、Rの lavaanパッケ
ージを用いた。適合度指標（CFI = 0.955, RMSEA 
= 0.095, AIC = 14153.542）を確認したところ、
CFIの値は、良好とされる基準値の 0.95（朝野ら, 
2005）を超えていた。RMSEAは、良好とされる
基準値の 0.05未満にはならなかったが、適合が悪
いとされる 0.1未満（朝野ら, 2005）であった。以
上を踏まえ、このモデルを採用して分析を進めた。 
高次因子であるブランド価値から各構成概念に
引かれたパスを見ると、すべてのパスが統計的に
有意であり、標準化パス係数もすべて 0.8 以上と
なっていた（図 2）。また、各構成概念から観測変
数に引かれたパスを見ると、すべてのパスが統計
的に有意であり、パス係数もすべて 0.6 以上とな
っていた（表 3）。 
ここまでの分析結果より、仮説モデルはデータ
との適合が良好であることが明らかになった。す
なわち、観光地のブランド価値評価モデルは、熊
本市に対しても適用可能であることが示された。 
 
Ⅴ．結論 
 
本研究は、日本国内の地域を対象に、観光地の
ブランド価値評価モデルの適用可能性について検
討することを目的に実施した。本研究ではまず、
海外の観光地を対象に実施された先行研究を基に、
観光地のブランド価値評価に関する仮説モデルを
設定した。そして、熊本県熊本市を対象とした調
査データの分析を行ったところ、仮説モデルとデ
ータの適合が良好であり、熊本市に対しても観光
地のブランド価値評価モデルは適用可能であるこ
とが示された。 
本研究による学術的な意義として、観光地のブ
ランド価値評価モデルの適用範囲を拡張した点が
構成概念 信頼性係数
認知 0.782
イメージ 0.907
品質 0.894
ロイヤルティ 0.925
構成概念 観測変数 平均値 標準偏差
この地域は有名である 5.373 1.214
この地域は評判がよい 4.772 1.144
他にはないこの地域の特徴が思い浮かぶ 4.138 1.439
この地域は自分の性格に合っている 4.024 1.280
この地域を訪れたら、周りの人は自分のことを高く評価すると思う 3.556 1.216
この地域のイメージは、自分に対するイメージと一致している 3.858 1.218
この地域は景観が優れている 4.297 1.314
この地域は宿泊施設の質が良い 4.017 1.127
この地域はその他施設（観光・文化施設、飲食、物販）の質が良い 4.231 1.218
１年以内にこの地域への旅行を検討する 3.468 1.437
この地域への旅行費用が上がっても、その地域へ旅行することを検討する 3.375 1.363
次に旅行へ行く時、この地域は旅行先として第一候補になる 3.213 1.406
認知
イメージ
品質
ロイヤルティ
表 2 観測変数の平均値と標準偏差 
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図 2 仮説モデルの分析結果 
 
挙げられる。先に述べた通り、従来は海外の観光
地を対象とした研究がほとんどであり、国内の地
域を対象とした研究は兵庫県赤穂市のスポーツイ
ベント参加者を対象としたもの（山口・伊藤，2020）
だけであった。そうした中、本研究の結果からは、
訪問目的を限定しない旅行者を対象とした、熊本
県熊本市のブランド価値評価に対しても適用でき
ることが明らかになった。 
実務への示唆としては、観光地のブランド価値
を向上させるためには、認知、イメージ、品質、ロ
イヤルティの 4 つの要素を高めていくことが必要
となる点が挙げられる。地域の観光地としてのブ
ランド価値を高めるという課題に対応する際、と
もすれば抽象的なメッセージで終わってしまいが
ちなところ、本研究の結果を参考にすることによ
り、具体的な施策に一歩近づくことが可能になる
のではないかと思われる。 
一方で、本研究には次のような限界と課題があ
る。まず、本研究は、熊本市という単一の地域を対
象に行ったものである。観光地としての熊本市は、
歴史や都市の魅力がある地域として捉えられるが、
本研究の結果が、異なる性質を持った地域（温泉
地や、農山漁村など）に対しても適用できるか否
かについては、さらなる検討が求められる。また、
本研究の調査時期は、熊本地震（2016年 4月）の
発生前であった。今後は、本研究と同一の内容の
調査を実施することで、熊本地震後の消費者の評
価がどのように変化しているかについて検討して
いくことも、観光復興の観点から必要となるだろ
う。さらに、評価モデルの改善という観点からは、
各構成概念の観測変数がより適切なものとなるよ
うに、評価の側面や質問文の表現を吟味すること
ブランド価値
認知
イメージ
品質
ロイヤルティ
0.876*
0.914*
0.909*
0.801*
* p< 0.05
CFI = 0.955, RMSEA = 0.095, AIC = 14153.542
注：矢印上のパス係数は、すべて標準化値である。
構成概念 観測変数 標準化パス係数 * p<0.05
この地域は有名である 0.625 *
この地域は評判がよい 0.762 *
他にはないこの地域の特徴が思い浮かぶ 0.810 *
この地域は自分の性格に合っている 0.823 *
この地域を訪れたら、周りの人は自分のことを高く評価すると思う 0.917 *
この地域のイメージは、自分に対するイメージと一致している 0.900 *
この地域は景観が優れている 0.885 *
この地域は宿泊施設の質が良い 0.938 *
この地域はその他施設（観光・文化施設、飲食、物販）の質が良い 0.867 *
１年以内にこの地域への旅行を検討する 0.850 *
この地域への旅行費用が上がっても、その地域へ旅行することを検討する 0.949 *
次に旅行へ行く時、この地域は旅行先として第一候補になる 0.896 *
認知
イメージ
品質
ロイヤルティ
表 3 各構成概念から観測変数への標準化パス係数 
Toyama, M. 2020. Brand Equity for Tourist Destination 
6 地域生活学研究 第 11 号（2020 年）pp. 1-6 
 
が必要である。 
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